
�愛媛県規則第５１号
審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関

する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１４年８月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬

に関する規則の一部を改正する規則

審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関

する規則（昭和２８年愛媛県規則第６２号）の一部を次のように

改正する。

別表中「愛媛県公務災害補償等審査会委員」を
「愛媛県公

愛媛県本

務災害補償等審査会委員
に改める。

人確認情報保護審議会委員」

附 則

この規則は、平成１４年８月５日から施行する。

�������
�愛媛県規則第５２号
住民基本台帳法施行細則を次のように定める。

平成１４年８月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

住民基本台帳法施行細則

（趣旨）

第１条 この規則は、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令

第２９２号）、住民基本台帳法施行規則（平成１１年自治省令

第３５号）及び住民基本台帳法施行条例（平成１４年愛媛県条

例第３８号）に定めるもののほか、住民基本台帳法（昭和４２

年法律第８１号。以下「法」という。）の施行に関し、必要

な事項を定めるものとする。

（身分証明書）

第２条 法第３０条の２３第３項及び第３４条の２第２項に規定す

る職員の身分を示す証明書は、身分証明書（様式第１号）

とする。

（本人確認情報の開示手続）

第３条 法第３０条の３７第１項の規定に基づく自己に係る本人

確認情報の開示の請求（以下「開示請求」という。）は、

本人確認情報開示請求書（様式第２号）により行わなけれ

ばならない。

２ 開示請求をする者は、次項に規定する場合を除き、運転

免許証、健康保険の被保険者証その他の本人確認情報の本

人であることを証明するために必要な書類として知事が適

当と認めるものを提示しなければならない。

３ 法定代理人が本人に代わって開示請求をする場合は、当

該法定代理人は、自己に係る前項に規定する書類及び戸籍

謄本その他の法定代理人の資格を証明するために必要な書

類として知事が適当と認めるものを知事に提示しなければ

ならない。

４ 法第３０条の３７第２項ただし書の規定に基づく書面以外の

方法による本人確認情報の開示は、本人確認情報が表示さ

れたディスプレイの画面を閲覧させることにより行うもの

とする。

（開示期限の延長の通知）

第４条 法第３０条の３８第２項の規定に基づく通知は、本人確

認情報開示期限延長通知書（様式第３号）により行うもの

とする。

（本人確認情報の訂正等の申出）

第５条 法第３０条の４０の規定による本人確認情報の内容の全

部又は一部の訂正、追加又は削除の申出（以下「本人確認

情報の訂正等の申出」という。）は、本人確認情報訂正（

追加、削除）申出書（様式第４号）により行わなければな

らない。

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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規 則

平成１４年８月２日金曜日 第１３７８号

毎週（火・金）曜日発行 第１３７８号 平成１４年８月２日愛 媛 県 報

８９９



２ 第３条第２項及び第３項の規定は、本人確認情報の訂正

等の申出について準用する。

３ 法第３０条の４０の規定に基づく通知は、本人確認情報調査

結果通知書（様式第５号）により行うものとする。

附 則

この規則は、平成１４年８月５日から施行する。

愛 媛 県 報平成１４年８月２日 第１３７８号

９００



様式第１号（第２条関係） 身分証明書

（表）

第 号

身 分 証 明 書

所 属
職 名
氏 名
生年月日

上記の者は、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第３０条の２３第２項（第３４条の２第１項）の規定によ
る立入検査を行う職員であることを証明する。

年 月 日

愛媛県知事 印

（裏）

住民基本台帳法（抜粋）
（報告及び立入検査）

第３０条の２３ 省略

２ 委任都道府県知事は、その行わせることとした本人確認情報処理事務の適正な実施を確保するため必要があると認めるときは、指定情報処

理機関に対し、当該本人確認情報処理事務の実施の状況に関し必要な報告を求め、又はその職員に、当該本人確認情報処理事務を取り扱う指

定情報処理機関の事務所に立ち入り、当該本人確認情報処理事務の実施の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。

３ 前２項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があつたときは、これを提示しなければならな

い。

４ 第１項又は第２項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

（報告及び検査）

第３４条の２ 都道府県知事は、第３０条の４３第４項又は第５項の規定による措置に関し必要があると認めるときは、その必要と認められる範囲内

において、同条第２項又は第３項の規定に違反していると認めるに足りる相当の理由がある者に対し、必要な事項に関し報告を求め、又はそ

の職員に、これらの規定に違反していると認めるに足りる相当の理由がある者の事務所又は事業所に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検

査させることができる。

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に提示しなければならない。

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

第６章 罰則

第４６条 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした指定情報処理機関の役員又は職員は、３０万円以下の罰金に処する。

� 省略

� 第３０条の２３第１項又は第２項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又はこれらの規定による検査を拒み、妨げ、若しく

は忌避したとき。

� 省略

第４７条 第３４条の２第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者

は、２０万円以下の罰金に処する。

注１ 不要の文字は、抹消すること。
２ 身分証明書の区分に応じ、該当する条文を選択して記載すること。

愛 媛 県 報平成１４年８月２日 第１３７８号

９０１



様式第２号（第３条関係） 本人確認情報開示請求書

本 人 確 認 情 報 開 示 請 求 書

年 月 日

愛媛県知事 殿

氏名
（ 年 月 日生） 男・女

請 求 者 住所
郵便番号
電話番号

氏名

法定代理人
住所

郵便番号
電話番号

希 望 す る 開 示 の 方 法
□ ディスプレイの画面の閲覧
□ 書面の交付

本人の状況等（法定代理人による

請求の場合に記入してください。）

□ 未成年者（ 年 月 日生）

□ 成年被後見人

※ 受 付 年 月 日 年 月 日

※ 本人又は法定代理人の確認
□運転免許証 □健康保険の被保険者証 □旅券
□その他（ ）

※ 法 定 代 理 人 の 資 格 確 認 □戸籍謄本 □その他（ ）

※ 備 考

記入上の注意
１ □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けてください。
２ ※印の欄は、記入しないでください。
３ 本人確認情報の本人が開示請求をする場合は、運転免許証、健康保険の被保険者証その他の本人であ
ることを証明するために必要な書類として知事が適当と認めるものを提示してください。
４ 法定代理人が本人に代わって開示請求をする場合は、法定代理人は、自己に係る３の書類及び戸籍謄
本その他の法定代理人の資格を証明するために必要な書類として知事が適当と認めるものを提示してく
ださい。

愛 媛 県 報平成１４年８月２日 第１３７８号

９０２



様式第３号（第４条関係） 本人確認情報開示期限延長通知書

本 人 確 認 情 報 開 示 期 限 延 長 通 知 書

第 号
年 月 日

様

愛媛県知事 印

開 示 請 求 年 月 日 年 月 日

延 長 前 の 期 限 年 月 日

延 長 後 の 期 限 年 月 日

延 長 の 理 由

担 当 課

電話番号 （ ） － 内線

愛 媛 県 報平成１４年８月２日 第１３７８号

９０３



様式第４号（第５条関係） 本人確認情報訂正（追加、削除）申出書

本人確認情報訂正（追加、削除）申出書
年 月 日

愛媛県知事 殿

氏名
（ 年 月 日生） 男・女

申 出 者 住所
郵便番号
電話番号

氏名

法定代理人
住所
郵便番号
電話番号

開示を受けた年月日 年 月 日

訂正（追加、削除）の申出に係る本
人確認情報の内容

住 民 票 コ ー ド
氏 名
生 年 月 日
性 別
住 所
区 分 ・ 事 由
上記事由に対応する年月日

訂正（追加、削除）を求める内容

本人の状況等（法定代理人による申出
の場合に記入してください。）

□ 未成年者（ 年 月 日生）
□ 成年被後見人

※ 受 付 年 月 日 年 月 日

※ 本人又は法定代理人の確認
□運転免許証 □健康保険の被保険者証 □旅券
□その他（ ）

※ 法 定 代 理 人 の 資 格 確 認 □戸籍謄本 □その他（ ）

※ 備 考

記入上の注意

１ □のある欄は、該当する□の中にレ印を付けてください。

２ ※印の欄は、記入しないでください。

３ 本人確認情報の本人が訂正（追加、削除）の申出をする場合は、運転免許証、健康保険の被保険者証その他の本人である

ことを証明するために必要な書類として知事が適当と認めるものを提示してください。

４ 法定代理人が本人に代わって訂正（追加、削除）の申出をする場合は、法定代理人は、自己に係る３の書類及び戸籍謄本

その他の法定代理人の資格を証明するために必要な書類として知事が適当と認めるものを提示してください。

注 不要の文字は、抹消すること。

愛 媛 県 報平成１４年８月２日 第１３７８号

９０４



様式第５号（第５条関係） 本人確認情報調査結果通知書

本人確認情報調査結果通知書

第 号
年 月 日

様

愛媛県知事 印

訂正（追加、削除）申出年
月日

年 月 日

訂正（追加、削除）の有無 □有 □無

訂正（追加、削除）をする
内容

訂正（追加、削除）年月日 年 月 日

訂正（追加、削除）しない
部分及び理由

担 当 課

電話番号 （ ） － 内線

注 不要の文字は、抹消すること。

愛 媛 県 報平成１４年８月２日 第１３７８号

９０５



�愛媛県告示第１３７８号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令

第８号）第１条第１項の規定による救急病院である。

平成１４年８月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１３７９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、西条市橘土地改良区から次のとおり役員が退任した

旨の届出があった。

平成１４年８月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

退 任

�������
�愛媛県告示第１３８０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、瀬戸町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・大江地区）の施行

に平成１４年７月２３日同意した。

平成１４年８月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１３８１号
卸売市場法（昭和４６年法律第３５号）第６条第１項の規定に

基づき、次のとおり愛媛県卸売市場整備計画を定めた。

愛媛県卸売市場整備計画書は、愛媛県庁及び各地方局に備

え置いて一般の縦覧に供する。

平成１４年８月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 目標年度 平成２２年度

２ 卸売市場の適正な配置の方針

� 品目別流通圏の設定

ア 青果物及び花きの流通圏

流通圏 流 通 圏 の 区 域

県下全域 県 下 全 市 町 村

イ 水産物流通圏

流通圏 流 通 圏 の 区 域

県下全域 県 下 全 市 町 村

ウ 食肉流通圏

流通圏 流 通 圏 の 区 域

県下全域 県 下 全 市 町 村

告 示

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

奥島病院 松山市道後町二丁目２
番１号

医療法人
団 伸 会

平成１７年
８月１日
まで

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 伊 藤 寛 一 西条市坂元甲３３８番地１

愛 媛 県 報平成１４年８月２日 第１３７８号

９０６



� 卸売市場配置計画

ア 青果物及び花き

流通圏 配置位置
当 該 流 通 圏 既 存 卸 売 市 場 整 備 方 針 卸売市場

整備地区
の指定

備 考
市町村名 卸 売 市 場 名 区 分 卸 売 市 場 の

整備計画 区 分 取扱品目
整備予定年度

前期 後期 目標以降

県

下

全

域

川 之 江 市 又 は 川 之 江 市 １．川之江青果協同組合地方卸売市場 民 １～２を
統合整備

公又は民
青果物
花 き

○
伊予三島市 伊予三島市 ２．伊予三島中央青果株式会社地方卸売市場 民
土居町 土居町 ３．うま農業協同組合土居町青果市場 小規模 廃 止 ○

新居浜市 ４．新居浜青果株式会社地方卸売市場 民

西条市 西条市 ５．地方卸売市場西条青果株式会社 民
４～６を
統合整備

民
中核

青果物
花 き

○
西 条 市
船屋地区 ○高

東予市 ６．周桑地方卸売市場 民
（４１，０７０�）

今治市 今治市 ７．今治市公設地方卸売市場 公 存置整備 公
青果物
花 き

菊間町 菊間町 ８．菊間青果市場 小規模 存 置 小規模 青果物

松山市 松山市 ９．松山市中央卸売市場中央市場 中 存置整備 中
青果物
花 き

○

１０．伊予青果海産協同組合地方卸売市場 民 存 置 民 青果物
北条市 北条市 １１．地方卸売市場えひめ中央農業協同組合北条青果市場 民 存 置 民 青果物

伊予市 伊予市 １２．伊予連合農協青果地方卸売市場 民 存 置 民
青果物
花 き

大洲市 大洲市 １３．地方卸売市場愛媛たいき農業協同組合青果市場 民 存 置 民 青果物
内子町 内子町 １４．有限会社内子青果地方卸売市場 民 存 置 民 青果物

八幡浜市 八幡浜市
１５．地方卸売市場株式会社八幡浜青果市場 民 １５～１６を

公又は民 青果物 ○
１６．地方卸売市場株式会社丸八農協青果市場 民 統合整備

宇和町 宇和町 １７．卯之町青果市場 小規模 廃 止 ○
野村町 野村町 １８．東宇和農業協同組合青果市場 小規模 廃 止 ○

宇和島市 宇和島市
１９．丸協宇和島青果販連地方卸売市場 民 １９～２０を

公又は民
青果物
花 き

○
２０．地方卸売市場株式会社宇和島青果市場 民 統合整備

広見町 広見町 ２１．えひめ南農業協同組合鬼北青果市場 小規模 廃 止 ○
津島町 津島町 ２２．えひめ南農業協同組合津島青果市場 小規模 廃 止 ○
城辺町 城辺町 ２３．城辺地方卸売市場 民 存 置 民 青果物
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イ 水産物

流通圏 配置位置
当 該 流 通 圏 既 存 卸 売 市 場 整 備 方 針 卸売市場

整備地区
の指定

備 考
市町村名 卸 売 市 場 名 区 分 卸 売 市 場 の

整備計画 区 分 取扱品目
整備予定年度

前期 後期 目標以降
川之江市 １．川之江水産物地方卸売市場（産） 民

１～１０を

統合整備
民 水産物 ○

県

下

全

域

伊予三島市
２．三島漁業協同組合地方卸売市場 民
３．寒川漁業協同組合地方卸売市場（産） 民

新居浜市 土居町 ４．土居町漁業協同組合魚市場 小規模
又は ５．新居浜市大島漁業協同組合鮮魚介類共同販売所 小規模
西条市 新居浜市 ６．多喜浜漁業協同組合魚市場 小規模

７．新居浜市垣生漁業協同組合地方卸売市場 民
８．新居浜漁業協同組合地方卸売市場 民

西条市 ９．西条漁業協同組合地方卸売市場 民
東予市 １０．河原津漁業協同組合鮮魚介類共同販売所（産） 小規模

西条市 西条市 １１．西条魚市場株式会社地方卸売市場 民 存 置 民 水産物

東予市 東予市
１２．株式会社秋山魚市場 小規模 存 置 小規模 水産物
１３．株式会社小糸魚市場 小規模 存 置 小規模 水産物

今治市
１４．今治漁業協同組合鮮魚介類共同販売所 小規模 １４～１６を

統合整備
公又は民 水産物 ○今治市 １５．桜井漁業協同組合魚市場 小規模

波方町 １６．小部漁業協同組合鮮魚介類共同販売所（産） 小規模

松山市 松山市
１７．松山市中央卸売市場水産市場 中 １７～１８を

統合整備
公 水産物 ○

１８．株式会社久万ノ台魚市場 小規模
北条市 １９．北条市漁業協同組合鮮魚介類共同販売所（産） 小規模

１９～２３を

統合整備

伊予市 伊予市 ２０．伊予市地方卸売市場 民
又は

双海町
２１．上灘漁業協同組合鮮魚介類共同販売所（産） 小規模 民 水産物 ○

双海町 ２２．下灘漁業協同組合地方卸売市場（産） 民
長浜町 ２３．長浜町水産物地方卸売市場（産） 民

八幡浜市
八幡浜市 ２４．八幡浜市水産物地方卸売市場（産） 公 ２４～２５を

統合整備
公 水産物 ○

三瓶町 ２５．三瓶湾漁業協同組合地方卸売市場（産） 民
明浜町 ２６．明浜漁業協同組合鮮魚介類共同販売所（産） 小規模

２６～３０を

統合整備

宇和島市
２７．愛媛県漁業協同組合連合会宇和島地方卸売市場 民

宇和島市 ２８．株式会社宇和島魚市場地方卸売市場 民 民 水産物 ○
吉田町 ２９．吉田町地方卸売市場 民
津島町 ３０．津島地区漁業協同組合鮮魚介類共同販売所 小規模

御荘町
３１．御荘町漁業協同組合鮮魚介類共同販売所（産） 小規模

３１～３６を

統合整備
民 水産物 ○

３２．南内海漁業協同組合魚市場（産） 小規模
城辺町 ３３．久良漁業協同組合地方卸売市場（産） 民

城辺町 ３４．深浦漁業協同組合地方卸売市場（産） 民
３５．東海漁業協同組合魚市場（産） 小規模

西海町 ３６．西海町漁業協同組合鮮魚介類共同販売所（産） 小規模
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ウ 食 肉

流通圏 配置位置
当 該 流 通 圏 既 存 卸 売 市 場 整 備 方 針 卸売市場

整備地区
の指定

備 考
市町村名 卸 売 市 場 名 区 分 卸 売 市 場 の

整備計画 区 分 取扱品目
整備予定年度

前期 後期 目標以降

県下全域 松山市 松山市 １．愛媛食肉地方卸売市場 民 存 置 民 食 肉

注１ 当該流通圏既存卸売市場の卸売市場名の欄中「（産）」と付記されている市場は、産地卸売市場であることを示す。
２ 当該流通圏既存卸売市場及び整備方針の区分の欄中「中」とは中央卸売市場を、「公」とは公設地方卸売市場を、「民」とは民営地方卸売市場を、「小規模」とは地方卸売市場の規模に
満たない卸売市場を、「中核」とは中核的地方卸売市場をいう。

３ 整備方針の整備予定年度の欄中「前期」とは平成１３年度から平成１７年度までを、「後期」とは平成１８年度から平成２２年度までを、「目標以降」とは平成２３年度以降をいう。
４ 備考の欄中「○高」とは、機能高度化を図る卸売市場をいう。
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�愛媛県告示第１３８２号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条第３項

及び第６項の規定により、漁船損害補償法による加入区の変

更（昭和３６年２月愛媛県告示第１５７号）の一部を次のように

改正する。

平成１４年８月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

表八幡浜市の部八幡浜第一の項を次のように改め、同部八

幡浜第ニの項を削る。

八幡浜八幡浜市一円

�������
�愛媛県告示第１３８３号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１３条の２第

１項第２号の規定により、次の加入区について、付保義務の

発生（平成１３年３月愛媛県告示第６２５号）による保険に付す

べき義務は、平成１４年８月１日限り消滅したので、同条第２

項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号

）第２６条の３の規定により告示する。

平成１４年８月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（八幡浜地方局管内）

八幡浜第一加入区

�������
�愛媛県告示第１３８４号
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第２０条の規定に基づ

き事業の認定をしたので、次のとおり告示する。

平成１４年８月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 起業者の名称

三間町

２ 事業の種類

三間小学校校庭整備事業

３ 起業地

� 収用の部分

愛媛県北宇和郡三間町大字宮野下地内

� 使用の部分

なし

４ 土地収用法第２６条の２の規定に基づく図面の縦覧場所

三間町役場

�������
�愛媛県告示第１３８５号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する

同法第１４条第２項の規定に基づき、松山市長から次のとおり

公共測量が終了した旨の通知があった。

平成１４年８月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 公共測量（区画整理事業調査に伴う基準点

・現況測量）

２ 作業期間 平成１３年１０月５日から

平成１４年６月２８日まで

３ 作業地域 松山市南江戸一丁目、南江戸二丁目、南江

戸三丁目、南江戸五丁目、大手町二丁目、

三番町八丁目、千舟町八丁目、辻町、宮田

町及び朝美一丁目の各一部

�愛媛県告示第１３８６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年８月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３８７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年８月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 壬生川新居浜野田線
西条市禎瑞字八幡壱番１４１２番地先から

同市禎瑞字加茂壱番４５９番１地先まで

旧 １２．０
１３．０～１４．８

０．１５５
０．１５５

新 １２．０ ０．１５５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 壬生川新居浜野田線
西条市禎瑞１４４０番地先から

同市古川乙１８１番１地先まで
平成１４年９月１８日

��������������
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�愛媛県告示第１３８８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年８月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３８９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局伊予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年８月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３９０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局伊予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年８月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３９１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 六軒家石手線
松山市道後湯之町８７２番１地先から

同市道後町一丁目９２８番１地先まで

旧 １６．６～２２．２ ０．０５２

新 ２２．４～２９．０ ０．０５２

〃 道後公園線
松山市道後町一丁目９２８番１地先から

同市岩崎町二丁目６５３番４地先まで

旧 １５．０～３０．０ ０．１９０

新 ２８．５～４３．５ ０．１９０

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 久万中山線
伊予郡広田村高市２４２３番３から

同村高市２１４６番６地先まで

旧 ５．０～２５．０ ０．１５０

新 １６．０～３７．０ ０．１５０

〃 〃 伊予郡広田村高市２１４２番４
旧 ７．０～１１．０ ０．０２０

新 １７．０～２０．０ ０．０２０

〃 広田双海線
伊予郡広田村玉谷３９７番から

同村玉谷３６６番２まで

旧 ４．０～８．６ ０．１７４

新 ９．２～３３．６ ０．１７１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久万中山線
伊予郡広田村高市２４２３番３から

同村高市２１４６番６地先まで
平成１４年８月２日

〃 〃 伊予郡広田村高市２１４２番４ 〃

〃 広田双海線
伊予郡広田村玉谷３９７番から

同村玉谷３６６番２まで
〃
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平成１４年８月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３９２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年８月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３９３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年８月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 長浜保内線
喜多郡長浜町大字豊茂丙９１番５地先から

同大字丙７５番６まで

旧 ４．５～７．０ ０．１１０

新 ２０．０～２４．５ ０．１０３

〃 〃 喜多郡長浜町大字豊茂丙７５番６
旧 ４．５～１５．０ ０．１１６

新 ４．５～１５．０
２０．０～５８．４

０．１１６
０．１１１

〃 肱川公園線
喜多郡肱川町大字宇和川３３９番２から

同大字３３３番１４まで

旧 ４．３～７．１ ０．１９６

新 ５．５～４１．２ ０．１８０

〃 〃 喜多郡肱川町大字宇和川３３３番１４
旧 ３．７～７．０ ０．０９５

新 ３．７～７．０
１０．２～２６．３

０．０９５
０．０４６

〃 〃
喜多郡肱川町大字宇和川３３３番１４から

同大字３３３番１５まで

旧 ４．０～７．３ ０．０５３

新 ２４．３～３９．１ ０．０３７

〃 〃
喜多郡肱川町大字宇和川３３３番１５から

同大字３０８番４まで

旧 ４．１～８．１ ０．２１０

新 ４．１～８．１
１０．２～２４．３

０．２１０
０．０７８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 長浜保内線
喜多郡長浜町大字豊茂丙９１番５地先から

同大字丙７５番６まで
平成１４年８月２日

〃 肱川公園線
喜多郡肱川町大字宇和川３３９番２から

同大字３０８番４まで
平成１４年８月９日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 十和吉野線
北宇和郡松野町大字奥野川４４４番２から

同大字３８６番１地先まで

旧 ４．０～２０．０ ０．６１２

新 １３．２～６５．５ ０．６０３

〃 〃
北宇和郡松野町大字奥野川３８６番１地先から

同大字２１５番地先まで

旧 ５．０～１５．８ ０．２０８

新 ５．０～１５．８
４３．０～６５．５

０．２０８
０．０９１
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�愛媛県訓令第１１号
庁 中 一 般

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように

定める。

平成１４年８月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令

愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一

部を次のように改正する。

別表第２市町村課の表３の部中６の項を１４の項とし、５の

項を１３の項とし、４の項を１２の項とし、３の項を６の項とし

、同項の次に次のように加える。

７ 本人確認情報の安全確保措置（第３０条の

２９第１項）
○

８ 提供を受けた本人確認情報の安全確保措

置（第３０条の３３第１項）
○

９ 自己の本人確認情報の開示等（第３０条の

３７第２項、第３０条の３８第２項）
○

１０ 自己の本人確認情報の訂正、追加又は削

除の申出の処理（第３０条の４０）
○

�愛媛県告示第１３９４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年８月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３９５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１４年８月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３９６号
次のとおり落札者を決定した。

平成１４年８月２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

〃 〃
北宇和郡松野町大字奥野川２１５番地先から

同大字９２番２まで

旧 ４．４～８．５ ０．１９０

新 １９．５～５４．０ ０．１８０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 十和吉野線 北宇和郡松野町大字奥野川４０６番１地先 平成１４年８月１０日

〃 〃
北宇和郡松野町大字奥野川２１５番地先から

同大字９２番２まで
〃

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

西局建（開）第１２号

平成１４年７月１９日
西条市禎瑞字高丸壱番１８１６番２

西条市大町２０５番地
矢 野 和 子

宇局御（開）第１号

平成１４年７月２３日
南宇和郡御荘町長洲１３２４番２及び１３３１番３

南宇和郡城辺町緑乙３６０５
有限会社 凝地
代表取締役 凝 地 古

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

パーソナルコンピュータ ２００台
愛媛県警察本部総
務室会計課
愛媛県松山市南堀
端町２番地２

平成１４年７月１７日
西日本電信電話株式
会社愛媛支店
松山市一番町四丁目
３番

３１，２９０，０００円 一般競争入札 平成１３年６月７日

訓 令
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１１ 住民票コードの利用制限に関すること。

� 中止勧告及び必要な措置の勧告（第３０
条の４３第４項）

○

� 命令（第３０条の４３第５項） ○

� 報告の徴収及び立入検査（第３４条の２
第１項）

○

別表第２市町村課の表３の部中２の項を５の項とし、１の

項を３の項とし、同項の次に次のように加える。

４ 指定情報処理機関に情報提供手数料を収
受させることの決定及びその額の承認（第
３０条の１０第４項、第５項）

○

別表第２市町村課の表３の部中３の項の前に次のように加

える。

１ 住民基本台帳の脱漏等に関する市町村長
への通報（第１２条の３）

○

２ 市町村の執行機関に対する本人確認情報
の提供（磁気ディスクの送付によるものに
限る。）（第３０条の７第４項）

○

別表第２市町村課の表３の部中１４の項の次に次のように加

える。

１５ 国に対する資料の提供（第３７条第２項） ○

附 則

この訓令は、平成１４年８月５日から施行する。

平成１４年８月２日 印刷
平成１４年８月２日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円９１４
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